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2009年5月13日

20092009年年33月期月期

決算説明会決算説明会

本資料に記載されている業績見通しは本資料に記載されている業績見通しは､､将来の予測であって将来の予測であって､､リスクや不確定要素を含んだものですリスクや不確定要素を含んだものです｡｡実際の業績は実際の業績は､､経済情勢をはじめさまざまな要素により経済情勢をはじめさまざまな要素により､､これら業これら業

 

績見通しと異なる結果となりうることをご承知おきください績見通しと異なる結果となりうることをご承知おきください｡｡



2

Copyright©2009 ITOCHU Techno-Solutions Corporation 

-2-

Ⅱ．2010年3月期
 

業績見通し

目次

Ⅰ．2009年3月期
 

決算概況

Ⅲ．2009年度
 

経営方針



3

Copyright©2009 ITOCHU Techno-Solutions Corporation 

-3-

Ⅰ．2009年3月期
 

決算概況
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2009年3月期
 

決算の総括

「減収・減益」決算も､下期から利益改善傾向

受注高・売上高は､サービスビジネスが順調に拡大するも､サーバを中心とし
た製品販売の縮小により､前年比減少｡通信・流通向けは堅調を維持も､
ネット系企業､金融､製造業を中心とした案件縮小､投資抑制拡大により､
低調推移｡

一方､受注残高は､ビジネスモデル変革の進展により､サービスビジネスを中
心とする長期案件の受注が増加し､期末では上場来最高水準に到達｡

利益面では､減収による影響に加え､社内システム再構築､新卒採用等の
先行費用の増加により減益となるも､ビジネスモデル変革の進展によるサー
ビスビジネス比率の上昇により､売上総利益率は､過去最高水準に到達｡

下期は､やや減収ながら､売総率改善､販管費抑制により経営効率改善が
進み､増益決算｡売上総利益以下すべての利益項目において､半期ベース
の過去最高水準を記録｡

２月１２日公表の見通し比では、売上は若干未達も､売総率改善､販管費
抑制により､利益項目は見通しを大きく上回る水準で着地。
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2008年度
 

業績ハイライト
 

（前年比）

厳しい経済環境下､減収減益決算。売上総利益率は過去最高水準

【売上高】
ﾈｯﾄ系企業等の大型投資一巡､金融・製造業

の投資抑制拡大により製品販売が減少

【売上総利益】
減収の中､ｻｰﾋﾞｽﾋﾞｼﾞﾈｽの増加､低採算の

製品再販ﾋﾞｼﾞﾈｽの減少等により売総率改善

【販管費】

新卒採用・社内ｼｽﾃﾑ再構築等の先行費用

増加

【受注高】

大型案件の反動減に加え､製品需要低下に

より減少

【受注残高】

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの変革が進み､受注残高の増加

基調が継続｡期末としては過去最高水準

主な増減要因

金額 （億円） 利益率 金額 （億円） 利益率 差異 （億円） 増減率

売 上 高 3,072 ― 3,192 ― ▲120 -3.8%

売 上 総 利 益 802 26.1% 804 25.2% ▲1 -0.2%

販売費及び一般管理費 ▲ 585 ― ▲ 554 ― ▲31 +5.8%

営 業 利 益 216 7.1% 250 7.8% ▲33 -13.3%

経 常 利 益 220 7.2% 260 8.2% ▲40 -15.5%

純 利 益 129 4.2% 154 4.8% ▲24 -16.1%

受 注 高 3,167 ― 3,458 ― ▲291 -8.4%

受 注 残 高 1,349 ― 1,254 ― +94 +7.6%

前年比
実　績

2008年度 2007年度 

実績
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<参考>

 
2008年度

 
上期/下期

 
業績ハイライト

 
（前年比）

上期：製品販売の低調､不採算案件の増加を受け､「減収・減益決算」

下期：景況感悪化の中､不採算の減少､ビジネスモデルの変革､販管費抑制により「減収・増益決算」

⇒下期は､すべての利益項目において､利益額・利益率ともに半期ベースの過去最高水準を記録

金額 （億円） 利益率 金額 （億円） 利益率 差異 （億円） 増減率

売 上 高 1,316 ― 1,402 ― ▲86 -6.2%
売 上 総 利 益 326 24.8% 353 25.2% ▲26 -7.6%
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ▲ 298 ― ▲ 274 ― ▲24 +8.8%
営 業 利 益 28 2.1% 78 5.6% ▲50 -64.5%
経 常 利 益 31 2.4% 83 6.0% ▲52 -62.8%
純 利 益 13 1.0% 46 3.3% ▲32 -71.1%
受 注 高 1,577 ― 1,615 ― ▲38 -2.4%
受 注 残 高 1,516 ― 1,201 ― +314 +26.1%

金額 （億円） 利益率 金額 （億円） 利益率 差異 （億円） 増減率

売 上 高 1,756 ― 1,790 ― ▲33 -1.9%
売 上 総 利 益 476 27.1% 450 25.2% +25 +5.7%
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ▲ 287 ― ▲ 279 ― ▲7 +2.8%
営 業 利 益 188 10.8% 171 9.6% +17 +10.3%
経 常 利 益 189 10.8% 176 9.9% +12 +6.9%
純 利 益 116 6.6% 107 6.0% +8 +7.5%
受 注 高 1,589 ― 1,842 ― ▲253 -13.7%
受 注 残 高 1,349 ― 1,254 ― +94 +7.6%

2007年度2008年度
前年同期比

下期実績下期実績

前年同期比
上期実績
2008年度 2007年度

上期実績
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<参考> 2008年度

 
業績ハイライト

 
（2/12発表業績見通し比）

売上は若干未達も､利益項目は見通しを上回る着地

【売上高】
金融向け製品需要の減少､流通向け案件の

期ｽﾞﾚ等により若干未達も､概ね見通し水準

で着地

【売上総利益】
不採算の抑制､収益性の高いｻｰﾋﾞｽﾋﾞｼﾞﾈｽ

の売上集中等により売総率が改善

【販管費】

SE稼働率の向上､経費削減徹底により

販管費減少

【受注高】

Q4の金融､製造向けﾊｰﾄﾞｳｪｱ需要低下が

主要因

主な増減要因

金額 （億円） 利益率 金額 （億円） 利益率 差異 （億円） 達成率

売 上 高 3,072 ― 3,100 ― ▲27 99.1%

売 上 総 利 益 802 26.1% 795 25.6% +7 101.0%

販売費及び一般管理費 ▲ 585 ― ▲ 595 ― +9 98.5%

営 業 利 益 216 7.1% 200 6.5% +16 108.4%

経 常 利 益 220 7.2% 205 6.6% +15 107.4%

純 利 益 129 4.2% 115 3.7% +14 112.5%

受 注 高 3,167 ― 3,200 ― ▲32 99.0%

受 注 残 高 1,349 ― 1,354 ― ▲5 99.6%

2008年度 

業績見通し(2/12発表)
業績見通し比

実　績

2008年度 
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1,2241,224 1,0471,047

729729
677677

1,5031,503
1,4431,443

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

2007年度 2008年度

1,2181,218 1,0511,051

694694
671671

1,2801,280
1,3491,349

2007年度 2008年度

211211 207207

213213 219219

829829 923923

0

500

1,000

1,500

サービス ： 厳しい経済環境下､システム運用サービス中心に拡大

開発・SI ： 流通向け拡大も､通信・金融向け縮小により､受注・売上が減少

製品 ： ネットワーク､ストレージは増加するも､投資抑制拡大により､サーバ低調

⇒

 
製品比率が低下し製品比率が低下し､､安定収益基盤であるサービスビジネスが順調に拡大安定収益基盤であるサービスビジネスが順調に拡大

ビジネスモデル別実績

製品 開発・SI サービス

（億円） 受注高受注高 売上高売上高

3,458億円

3,072億円3,192億円

受注残高受注残高

1,349億円
1,254億円

3,167億円

2007年度末 2008年度末

▲177億円

▲52億円

▲60億円

▲166億円

▲22億円

＋68億円

▲4億円

＋5億円

＋94億円
(45.(45.55%)%)

(21.4%)(21.4%)

(33.1%)(33.1%)(35.4%)(35.4%)

(21.1%)(21.1%)

(43.5%)(43.5%)
(43.9%)(43.9%)

(21.9%)(21.9%)

(34.2%)(34.2%)(38.2%)(38.2%)

(21.7%)(21.7%)

(40.1%)(40.1%)

(68.(68.44%)%)

(16.(16.33%)%)

(15.(15.33%)%)(16.9%)(16.9%)

(17.0%)(17.0%)

(66.1%)(66.1%)
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情報通信： 製品、開発・ＳＩの縮小により､受注・売上減少も､安定推移を維持

金 融 ： 投資抑制拡大の影響を受け､受注・売上減少

ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ ： ネット系企業の大型投資一巡､ 製造業の投資抑制により､製品販売減少

流 通 ： 商社､コンビニ等の主要顧客におけるプロジェクトが順調に進展

事業グループ別実績

情報通信

 

（▲154億円）

ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ

 

（▲139億円）

金融
（▲18億円）

その他

 

（▲78億円）

流通
（＋100億円）

情報通信

 

（＋18億円）

ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ

 

（＋15億円）

金融
（＋11億円）

その他

 

（＋0億円）

流通
（＋48億円）

1,071,0744 1,0471,047

303303 279279

1,0321,032
905905

262262
336336

518518
505044

情報通信

 

（▲27億円）

ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ

 

（▲127億円）

金融
（▲24億円）

その他

 

（▲13億円）

流通
（＋73億円）

2007年度 2008年度

受注高受注高 売上高売上高 受注残高受注残高

1,2171,217 1,0631,063

330909
291291

1,061,0611

929211

281281

382382

585877

509509

0

500
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448448 467467

106106 118118

379379 395395

8181
130130

237237
238238

0
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2007年度末 2008年度末

3,458億円

3,072億円3,192億円 1,349億円
1,254億円

3,167億円
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営業利益増減要因
 

（前年比）

▲３１ ▲３１

２１６

 
（▲３３）

２５０

減収による影響

3,192億

 

⇒3,072億

 
(▲120億円減収）

【売上高増減内訳】
<事業別>
・

 

情報通信

 

：▲ 27億円
・

 

金融

 

：▲ 24億円
・

 

ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ：▲127億円
・

 

流通

 

：＋ 73億円
・

 

その他

 

：▲

 

13億円
<モデル別>
・

 

製品

 

：▲166億円
・

 

開発

 

：▲ 22億円
・

 

サービス

 

：＋ 68億円

売総率の改善

25.9%⇒26.7%
(＋0.8Pts上昇）

 
※

 

不採算案件を除く

【売総率変動要因】
・ ｻｰﾋﾞｽﾋﾞｼﾞﾈｽの

売上構成比上昇
・

 

製品再販ﾋﾞｼﾞﾈｽの
減少

販管費の増加

▲554億⇒▲585億
(▲31億円増加）

【主な経費増要因】
・人件費：

 

▲9億円
・委託社員受入費：▲9億円
・その他経費：▲11億円

不採算案件減少

▲22億⇒▲18億
(＋4億円改善)

＋２５

売上総利益減少

 

▲1億円

0

50

100

150

200

250

300

2007年度
営業利益

売上増減効果 売総率
変動効果

不採算案件増減 販管費増減
営業利益

＋４

2008年度
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<参考>営業利益増減要因
 

（2/12発表業績見通し比）

▲７

２１６

 
（＋１６）

２００

減収による影響

3,100億

 

⇒3,072億

 
(▲27億円減収）

【売上高増減内訳】
<事業別>
・ 情報通信

 

：＋ 7億円
・

 

金融

 

：▲ 11億円
・ ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ：＋ 5億円
・

 

流通

 

：▲ 14億円
・

 

その他

 

：▲

 

14億円

売総率の改善

26.4%⇒26.7%
(＋0.4Pts上昇）

 
※

 

不採算案件を除く

【売総率変動要因】
・ ｻｰﾋﾞｽﾋﾞｼﾞﾈｽの

売上集中
・

 

製品販売の減少等

販管費の減少

▲595億⇒▲585億
(＋9億円改善）

【主な経費増要因】
・開発案件売上集中､内製化推進

によるSE稼働率の上昇
・経費削減の徹底

＋１１

売上総利益増加

 

＋７億円
0

50

100

150

200

250

売上増減効果 売総率
変動効果

不採算案件
増減

販管費増減
2008年度
営業利益
（実績）

＋４
＋９

不採算案件減少

▲22億⇒▲18億
(＋4億円改善)

2008年度
営業利益
（見通し）
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■

 
売上総利益率は､2期連続上昇し､FY08は過去最高水準｡
⇒

 
ビジネスモデルの変革が順調に進展し、売総率が改善

■

 
不採算案件は前年比で減少

 
（▲22億円

 
⇒

 
▲18億円）

⇒

 
下期はプロジェクト管理の徹底により､不採算案件を最小限に抑制

売上総利益率と不採算案件の推移

開発・SI 不採算案件（引当） 不採算引当／開発・SI売上

開発売上高と不採算案件推移

253 300
421

550

694 671

27 30 10 9 22 18

10.0%10.7%

2.4% 2.7%3.2%
1.6%

0
100
200
300
400
500
600
700
800

（億円）

0.0%
2.0%
4.0%
6.0%
8.0%
10.0%
12.0%

21.4%

26.1%
25.2%

24.2%24.5%23.7%22.4%

25.0% 24.9% 24.6%
25.9% 26.7%

21.0%

23.0%

25.0%

27.0%

2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度

売総率 不採算除く売総率

売上総利益率推移

2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度
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301301 311311

5353 6363
2323

2525

175175
185185

0

100

200

300

400

500

600

2007年度 2008年度

新卒採用､社内システム再構築等の先行費用増加により､前年比＋31億円増

 ◆

 

人件費(+9億円)

 

⇒

 

社員増(+356人/期中平均) ※08年度

 

新入社員346人

◆

 

委託社員受入費（+9億円）

 

⇒

 

派遣社員増（+99人/期中平均）

 

※期末人員は減少

◆

 

減価償却費・その他（+11億円）

 

⇒

 

社内ｼｽﾃﾑ再構築費用増加等

⇒⇒

 
下期においては下期においては､､内製化推進や経費削減を徹底し内製化推進や経費削減を徹底し､､上期比・見通し比で販管費減少上期比・見通し比で販管費減少

販売管理費
 

増加要因

2007年度末時点 2008年度末時点

社員

 
（＋435人）

派遣社員

 
（▲145人）

10,868人 11,158人

販売管理費 総人員数

委託社員受入費

 
（＋9億円）

人件費

 
（＋9億円）

その他

 
（＋9億円）

減価償却費
（＋

 

2億円）

554億円
585億円

SESE
3,0403,040

SESE
3,3773,377

CE 505CE 505

その他その他
2,8612,861

その他その他
2,9302,930

SESE
2,6452,645

SESE
2,5532,553

CE 142CE 142

その他その他
1,6821,682

その他その他
1,6511,651

CE 476CE 476

CE 164CE 164

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000
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営業外損益および特別損益

（単位：億円）

2008年度
実績 前年実績 差異

金額（億円） 金額（億円） 金額（億円）

営 業 外 収 益 8.2 11.1 ▲ 2.8 持分法による投資利益      ▲1.6億円
投資事業組合運用益　　　　▲0.9億円

営 業 外 費 用 ▲ 4.8 ▲ 0.7 ▲4.1 支払利息（主にﾘｰｽ利息）   ▲1.1億円
投資事業組合運用損　　 　 ▲3.0億円

営 業 外 損 益 合 計 3.3 10.4 ▲7.0

特 別 利 益 4.5 3.8 +0.7 投資有証・関係会社株式売却益　＋1.1億円
ｱﾌﾀｰｺｽﾄ戻入益　　 　　　　　　　　 ▲0.5億円

特 別 損 失 ▲ 9.7 ▲ 11.6 +1.8
投資有価証券評価損　　 　＋4.9億円
固定資産除却損　　　　　　 ▲0.9億円
投資有価証券売却損　　　 ▲0.9億円
ｱﾌﾀｰｺｽﾄ引当金繰入額　　▲0.6億円
損害賠償金　　　　　　　 　 ▲0.5億円

特 別 損 益 合 計 ▲ 5.1 ▲ 7.7 +2.5

前年対比
主な増減
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連結ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ､Ｂ／Ｓ

■連結キャッシュ・フロー （単位：億円）

2007年度 2008年度 増減額

670 709 +38
104 112 +8
35 ▲ 138 ▲173

▲ 101 ▲ 111 ▲9
709 572 ▲137

140 ▲ 25 ▲165

　営業活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動によるキャッシュ・フロー

フリー・キャッシュ・フロー

　財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物の期末残高

現金及び現金同等物の期首残高

■連結貸借対照表

2007年度末 2008年度末 増減額

流　動　資　産 1,780 1,734 ▲46
固　定　資　産 400 540 +140

2,180 2,274 +93
流　動　負　債 712 726 +13
固　定　負　債 10 70 +59

723 796 +73
1,457 1,477 +20
2,180 2,274 +93負　債　純　資　産　合　計

負　債　合　計

純　資　産　合　計

資　産　合　計

【資産・負債等の主な内訳（カッコ内は前年同期比増減】
■流動資産
　現金及び預金　　　　414億円（+172億円）
　ﾘｰｽ投資資産　　　　　19億円（+　19億円）
　有価証券（主にCP)　 59億円（▲359億円）
　預け金　　　　　　　　 130億円（+　66億円）
■固定資産
　土地　　　　　　  　　　　63億円（+　46億円）
　建物及び構築物　 　 161億円（+　68億円）
　ﾘｰｽ資産　　　　　　 　　65億円（+　65億円）
■流動負債
　支払手形及び買掛金 262億円（▲26億円）
　ﾘｰｽ債務　　　　　　　　　23億円（+ 23億円）
　前受収益　　　　　　　　168億円（+ 11億円）
■固定負債
　ﾘｰｽ債務　　　　　　　　　62億円（+　62億円）
■純資産
　利益剰余金　　　　　　 981億円（+　40億円）
　自己株式 　　　　　　 ▲58億円（▲ 12億円）

■フリー・キャッシュ・フロー（FCF）
・営業CFは微増も、DC等の有形固定資産取得による
　支出の増加、預け金の増減による収入減少等により、
　投資CFにおける支出が増加し、FCFは前期比減少。

【主な増減】
　①営業CF
　・税前当期純利益減少　▲37億円
　・売上債権減少　+42億円
　・たな卸資産増加　▲14億円
　②投資CF
　・有形固定資産の取得による支出増加　▲109億円
　・預け金の増減による収入減　▲88億円
　③財務CF
　・ﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ債務の返済による支出増加　▲8億円
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Ⅱ．2010年3月期
 

業績見通し
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2009年度
 

連結業績計画

金額 （億円） 利益率 金額 （億円） 利益率 差異 （億円） 増減率

売 上 高 3,020 ― 3,072 ― ▲52 -1.7%

売 上 総 利 益 785 26.0% 802 26.1% ▲17 -2.2%

販売費及び一般管理費 ▲ 575 ― ▲ 585 ― +10 -1.9%

営 業 利 益 210 7.0% 216 7.1% ▲6 -3.2%

経 常 利 益 210 7.0% 220 7.2% ▲10 -4.7%

純 利 益 120 4.0% 129 4.2% ▲9 -7.2%

受 注 高 3,070 ― 3,167 ― ▲97 -3.1%

受 注 残 高 1,399 ― 1,349 ― +50 +3.7%

前年比
実　績

2008年度2009年度

計　画
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2009年度
 

連結業績計画 （半期業績）

金額 （億円） 利益率 金額 （億円） 利益率 差異 （億円） 増減率

売 上 高 1,320 ― 1,316 ― +3 +0.3%
売 上 総 利 益 336 25.5% 326 24.8% +9 +2.8%
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ▲ 286 ― ▲ 298 ― +12 -4.3%
営 業 利 益 50 3.8% 28 2.1% +21 +78.1%
経 常 利 益 50 3.8% 31 2.4% +18 +61.0%
純 利 益 28 2.1% 13 1.0% +14 +109.5%
受 注 高 1,430 ― 1,577 ― ▲147 -9.4%
受 注 残 高 1,459 ― 1,516 ― ▲56 -3.7%

金額 （億円） 利益率 金額 （億円） 利益率 差異 （億円） 増減率

売 上 高 1,700 ― 1,756 ― ▲56 -3.2%
売 上 総 利 益 449 26.4% 476 27.1% ▲27 -5.7%
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ▲ 289 ― ▲ 287 ― ▲1 +0.6%
営 業 利 益 160 9.4% 188 10.8% ▲28 -15.3%
経 常 利 益 160 9.4% 189 10.8% ▲29 -15.4%
純 利 益 92 5.4% 116 6.6% ▲24 -20.7%
受 注 高 1,640 ― 1,589 ― +50 +3.2%
受 注 残 高 1,399 ― 1,349 ― +50 +3.7%

2009年度 2008年度
前年同期比

下期計画 下期実績

前年同期比
上期実績
2008年度2009年度

上期計画
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株主還元

安定的な配当を継続実施安定的な配当を継続実施

一株あたり利益 一株あたり配当金 連結配当性向

※各期末の株価に基づき算出

(予)

¥160.26
¥182.88 ¥197.87

¥225.90 ¥232.70

¥199.21
¥187.41

¥26 ¥30

¥60 ¥70 ¥80 ¥80 ¥80

16.4%
16.2%

42.7%
40.2%34.4%

30.3% 31.0%

¥0.00

¥50.00

¥100.00

¥150.00

¥200.00

¥250.00

¥300.00

¥350.00

FY2003 FY2004 FY2005 FY2006 FY2007 FY2008 FY2009
0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

(予)

FY2003 FY2004 FY2005 FY2006 FY2007 FY2008
配当利回り(※) 0.6% 0.9% 1.3% 1.2% 2.7% 3.9%

ROE 9.5% 10.4% 10.4% 11.0% 10.8% 8.8%
純資産配当率 1.5% 1.7% 3.2% 3.4% 3.7% 3.5%
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Ⅲ．
 

2009年度
 

経営方針
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市場環境市場環境

◆ 企業の投資抑制、投資分野の選別が加速。経営課題に直結する投資、コスト削減に
繋がる投資を優先。

◆

 

案件の高度化、大型化等により技術力や財務体力を有するＳＩｅｒ・ベンダーを選別。
◆

 

「所有」から「利用」への動きが加速。データセンターを利用した統合基盤・仮想化の加速。

競争環境競争環境

ﾄｯﾌﾟﾗｲﾝ成長が困難な経済環境下、
各社安定成長を目指した取組みを展開

・

 

顧客資産保有化

・

 

ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ、ｻｰﾋﾞｽﾋﾞｼﾞﾈｽ関連の
先行投資活性化

・

 

新たな収益源確保のための特化、
差別化

ベンダーベンダー環境環境

大手ベンダーの枠組みと戦略が大きく変動

・

 

統合と連携による業界再編の進展
（例：

 

ＯｒａｃｌｅのＳｕｎ買収等）

・

 

Ｏｎｅ

 

Ｓｔｏｐ

 

Ｓｈｏｐ化
（例：

 

CISCOのｻｰﾊﾞ領域進出、HPのﾈｯﾄﾜｰｸ領域進出等）

・

 

サービスビジネスの伸張
（例：

 

HPのEDS買収、IBMのｻｰﾋﾞｽﾋﾞｼﾞﾈｽ強化等）

当社を取り巻くビジネス環境
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全体動向全体動向 主な期待分野／注目ポイント主な期待分野／注目ポイント

情報通信

金 融

製造

運輸・流通

公共

事業分野

２００９年度
 

分野別見通し

新たな通信方式のサービス開始やＭＶＮＯとして事業者

 のビジネス参画等、新領域の展開に期待。

銀行・証券を中心にＩＴ投資の抑制加速も、優先度の高

 いテーマについてはＩＴ投資継続。

業務効率改善、法令対応、環境対応、ＢＣＰ等経営課

 題に直接係わるテーマが投資ターゲット。

再編活性化とシステムリプレース時期に差しかかること

 により相対的に安定的な投資を見込む。

ＩＴ機器の消費電力削減を目的にクラウドコンピューティン

 グなどの技術開発によるグリーンＩＴを推進。

当社を取り巻くビジネス環境
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ＣＴＣの目指す姿

ＩＴ・情報サービス業界のリーディングカンパニー

総合ＩＴサービスを提供できる会社

グループ内に存在する全機能を活用する

最新の技術とサービスでＩＴマーケットをリードする会社

最新技術に積極的に取り組み、事業モデルを自ら創出する

業界トップクラスの企業規模を有し、収益性の高い会社

売上高、利益額、時価総額で業界トップクラスに位置する
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２００９年度
 

経営方針

【【１１】】
 

ビジネスモデルの変革を加速するビジネスモデルの変革を加速する

【２】
 

収益体質の強化

【３】
 

経営インフラの充実

収益性と効率性の向上

ｻｰﾋﾞｽ・ＳＩ開発・製品ｿﾘｭｰｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽの拡大

人材の育成と経営インフラの充実
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顧客の顧客の「Ｏｎｅ「Ｏｎｅ ＳｔｏｐＳｔｏｐ Ｓｈｏｐｐｉｎｇ」Ｓｈｏｐｐｉｎｇ」ニーズニーズに対応に対応

当社の差別化戦略①

開発、構築

導入、移行

調達、購買

ビジネス戦略

企画、設計

運用・保守

データセンター

Ｏｎｅ

 

Ｓｔｏｐ

顧客ニーズ

ＩＴ投資コストの削減

対象範囲の拡大： 個別システム ⇒ 全社システム

当社の強みを発揮

オープン系マルチベンダーオープン系マルチベンダー ×× マルチサービスマルチサービス

◆

 
海外リーディングベンダー製品の取扱い

（ＣＩＳＣＯ、ＨＰ、Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ、Ｏｒａｃｌｅ/Ｓｕｎ、ＳＡＰ等）

◆

 
セキュリティ強化や統合・仮想化などに対する技術力

◆

 
インフラ構築、開発や運用を含む総合ＩＴサービス提供力
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仮想化リソースプール仮想化リソースプール

「Ｄａｔａ「Ｄａｔａ Ｃｅｎｔｅｒ」をフルに活用したＣｅｎｔｅｒ」をフルに活用したサービスサービスビジネス展開ビジネス展開

当社の差別化戦略②

グリーンデータセンター
ファシリティ

グリーンデータセンター
ファシリティ

サーバープールサーバープール

ストレージプールストレージプール

ネットワークプールネットワークプール

運用・運営・管理運用・運営・管理

データセンター機能と仮想化技術

 
を融合したＩＴ統合基盤サービス

 
「ＴｅｃｈｎｏＣＵＶＩＣ」

ビジネスの潮流

当社の強みを発揮

データセンターデータセンター ×× 新技術・サービスの融合新技術・サービスの融合

◆ ｸﾞﾘｰﾝＩＴ

◆ ｸﾗｳﾄﾞｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ

◆

 
共通ＩＴ統合基盤ｻｰﾋﾞｽ

◆

 
ＤＣｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞｻｰﾋﾞｽ

ﾌﾙｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ需要の拡大

新しい技術・ｻｰﾋﾞｽの浸透（次世代ＮＷ、仮想化、ＳａａＳ等）
ｽﾓｰﾙｽﾀｰﾄｼｽﾃﾑ ＳａａＳインフラ ＤＣｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ

お客様

グループ総合力の発揮グループ総合力の発揮

◆

 
運用・保守、ｲﾝﾌﾗ構築における総合力発揮
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◆

 
顧客のＴＣＯ削減に向けた付帯サービスビジネスの取り組み強化

⇒

 

アセスメント・構築・運用サービス｢Ｒｅ‐Ｐｌａｔｆｏｒｍ｣、

オフィス移転統合サービス｢ＩＴＦＭ｣等

◆

 
データセンターを活用したＳａａＳ、ＡＳＰサービスの展開

⇒

 

ＩＴ統合基盤サービス「ＴｅｃｈｎｏＣＵＶＩＣ」、

物流マネジメント｢ＴＥＬＡＲＧＯ｣、

 

高セキュリティメール｢Ｍａｉｌ

 

ＡＳＰ｣等

総合ＩＴサービス提供の為の体制強化と先行投資による新サービスの創出総合ＩＴサービス提供の為の体制強化と先行投資による新サービスの創出

◆

 
フルアウトソーシングサービス案件対応への体制確立

⇒

 

グループ総合力による案件対応

⇒

 

サービスメニュー化（ＣＴＣｰＭＡＰＳ）によるビジネス拡販

⇒

 

顧客ニーズに適合したコスト構造の確立

【１】‐①
 

サービスビジネス

ビジネスモデルの変革（ビジネスモデル別施策）
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◆

 
基幹系システムへの取組み強化

⇒

 
ＥＲＰ推進体制の強化（ＳＡＰ、Ｏｒａｃｌｅ等）

⇒

 
インドＷＩＰＲＯ社とのＥＲＰアップグレードビジネス等協業機会を拡大

◆

 
特定顧客特化型ビジネスの拡大

⇒

 
ＣＲＭ、ＢＩ、ＤＷＨなど従来からの得意領域を強化

◆

 
ＳＩビジネスに繋げるコンサルティング力の強化

⇒

 
ソリューションビジネス推進本部を新設し、コンサルティング力を強化

◆

 
ＳＩ開発効率化推進

⇒

 
開発標準体系「ＳＩＮＡＶＩ」の浸透推進

【１】‐②
 

ＳＩ・開発ビジネス

ビジネスモデルの変革（ビジネスモデル別施策）
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－

◆

 
重点分野への取り組み推進（ＳＩ、サービスに繋げる施策）

【０９年度の重点分野】

ｸﾗｳﾄﾞｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ（仮想化、自動化）、データ量の増大と高速化（ｽﾄﾚｰｼﾞ、ＤＷＨ・ＢＩ需要増）、

ﾕﾆﾌｧｲﾄﾞｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ（ＩＰ化によるＴＣＯ削減、ｵﾝﾃﾞﾏﾝ

 

ﾄﾞ化）等によるビジネス機会獲得

◆

 
ベンダーとの関係強化： ＣＩＳＣＯ、ＥＭＣ、ＨＰ、ＮｅｔＡｐｐ、Ｏｒａｃｌｅ/Ｓｕｎ、

Ｒａｃｋａｂｌｅ、ＳＡＰ等

ソリューションラインアップの拡充による製品販売の牽引ソリューションラインアップの拡充による製品販売の牽引

【１】‐③
 

製品・ソリューションビジネス

◆

 
ＩＴビジネス戦略推進体制の強化

⇒

 
ＩＴビジネス推進室を新設し、ビジネスニーズや今後の技術トレンドをとらえた

製品・ソリューション提供を推進

ビジネスモデルの変革（ビジネスモデル別施策）

統合化

仮想化

ｵﾌｨｽ

ｿﾘｭｰｼｮﾝ

ｸﾗｳﾄﾞｲﾝﾌﾗ

整備

ｸﾗｳﾄﾞｻｰﾋﾞｽ

企業との協業
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原価／販管費
 の抑制

 

原価／販管費
 の抑制

外注先の選別強化とコスト低減

社内間接コストの削減

人員増の抑制

不採算案件の

撲滅

不採算案件の

撲滅

プロジェクト管理の強化

・

 

工事進行基準に基づく進捗管理

・

 

開発標準およびﾌﾚｰﾑﾜｰｸの整備・拡充（ＳＩＮＡＶＩ）

【２】
 

コスト削減と生産性の向上

収益体質の強化
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経営インフラの充実

【３】‐①
 

人材の育成

■

 
技術資格の取得推進

■

 
PM、ITアーキテクト育成

■

 
英語力強化

■ ダイバーシティ推進

注力テーマ注力テーマ

【３】‐②
 

情報システムの活用等による社内最適化

■ グループ内ローテーション活性化

■

 
最適人材配置

■

 
事業会社における情報インフラ共有化

■

 
ワークフローの活用推進

注力テーマ注力テーマ
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